
令和７年度山田町地域防災計画修正の概要

〇「防災基本計画」の修正に伴う修正
・災害対策基本法の改正による修正
・最近の施策の進展等を踏まえた所要の修正
・令和６年能登半島地震を踏まえた修正
・大船渡市林野火災を踏まえた修正

○「県地域防災計画」の修正に伴う修正
〇その他所要の見直し等

１．防災基本計画の修正に関する主な事項

① 災害対策基本法の改正による修正

＜国による災害対応の強化＞
・国は、県からの要請を待ついとまがないときは市
町村からの要請を受け応急措置を実施することがで
きる旨追加
(第２編第２章第１節 活動体制計画）

＜復旧・復興の迅速化＞
・事前復興まちづくり計画策定等による復興事前準
備を推進する旨追加
(第２編第３章第３節 復興計画の作成）

② 最近の施策の進展等を踏まえた修正

＜避難所でのこども・若者の居場所の確保＞
・キッズスペースや学習スペースなど、こどもや若
者のニーズに配慮した避難所の運営管理に努める旨
追加
(第２編第２章第15節 避難・救出計画）

③ 令和６年能登半島地震を踏まえた修正

＜防災ＤＸの加速＞
・新総合防災情報システム（SOBO－WEB）や新物資シ
ステム（B－PLo）の利活用促進・訓練を実施する旨
追加
(第２編第１章第８節 食料・生活必需品等の備
蓄計画）
(第２編第２章第５節 情報の収集・伝達計画）

・避難所開設時における全国共通避難所・避難所Ｉ
Ｄを報告する旨追加
(第２編第２章第15節 避難・救出計画）

＜避難者支援の充実＞
・避難生活におけるプライバシーの確保や生活環境
の向上などを目的とした備蓄品を整備する旨追加
(第２編第１章第８節 食料・生活必需品等の備
蓄計画）
(第２編第２章第15節 避難・救出計画）

・広域避難時の避難元・避難先市町村において、被
災者に対する必要な支援情報を共有する旨追加
(第２編第２章第15節 避難・救出計画）

主な修正内容

３．その他所要の見直し等

① 町組織機構改革による課名の変更
・水産商工課 ⇒ 水産課、商工観光課
・都市計画課 ⇒ 建設課

② 指定緊急避難場所及び指定避難所の見直し
・施設名称の適正化等
（資料編）

③ その他
・気象予報・警報等に係る表記の適正化
・所要の修正（計画全般）

２．県地域防災計画の修正に関する主な事項

孤立化想定地域への対策
・「通信手段の確保」や「備蓄の奨励」の項目におい
て、ヘリコプターに加えて、ドローン等による空中
偵察や備蓄が困難な場合の集落外からの物資輸送を
検討する旨追加

（第２編第１章第９節 孤立化対策計画）

修正のポイント 【改正スケジュール】（予定）
R7.12 修正（素案）策定

R8. 1 パブリックコメントの実施

R8. 2 意見に対する検討及び反映

R8. 2 山田町防災会議

R8. 3 住民への周知、県等への報告

R8. 4 運用開始

＜各種人材育成等＞
・地域の防災活動を推進するため、自主防災組織
に加え、防災士等の育成、強化する旨追加
(第２編第１章第２節 地域防災活動活性化計
画）

・避難所運営・避難生活支援に取り組む地域のボ
ランティア人材を育成、確保する旨追加
(第２編第１章第17節 防災ボランティア育成
計画）

④ 大船渡市林野火災を踏まえた修正
＜予防の強化等＞
・円滑な消火活動を実施するため、防火林道や防
火性のある樹種の植栽等による防火林帯を整備
する等の旨追加
(第４編第２章第１節 予防対策）


